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都市計画法第４３条許可申請書類等

	※　お願い

都市計画法第４３条許可の申請については、申請に事前協議が必要なものがある場合や、申請内容によって添付資料が異なりますので、正式な申請をする前に必ず相談していただけるようお願いします




清水町役場都市計画課

省令別記様式第９（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  建築物　　　 新　　　築

　都市計画法第43条第１項の規定により、　第一種特　の　 改　　　築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定工作物　　　 用途の変更

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新　　　設

　の許可を申請します。

年　　月　　日

　清水町長　様

許可申請者　住所

氏名　　　　　　　　　　　　印


	※手数料欄

	１
	建築物を建築しようとする土地、用途の変更をしようとする建築物の存する土地又は第一種特定工作物を新設しようとする土地の所在、地番、地目及び面積
	

	２
	建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は新設しようとする第一種特定工作物の用途
	

	３
	改築又は用途の変更をしようとする場合は、既存の建築物の用途
	

	４
	建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は新設しようとする第一種特定工作物が法第34条第１から第８の２まで又は令第36条第１項第３号ロからホまでのいずれの建築物又は第一種特定工作物に該当するかの記載及びその理由
	

	５
	その他必要な事項
	

	※　受付番号
	年　　月　　日　　　　第　　　　号

	※　許可に付した条件
	

	※　許可番号
	年　　月　　日　　　　第　　　　号


備考　１　許可申請書が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

２　許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。

３　※印のある欄は記載しないこと。

４　「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
様式第25号（第16条関係）（用紙　日本工業規格Ａ４横型）

	申請者の氏名
	

	設計者（作成者）の氏名
	

	設計者（作成者）の住所
	

	設計者（作成者）の電話番号
	


	土地
	土地の現況等
	地　　　　　目
	権利の内容
	面　　　　　積

	
	
	公　簿
	
	現　況
	
	
	公　簿
	㎡
	実　測
	㎡

	　第一号ロ関係

　令第三六条第一項

安全対策

地盤の改良等の
	地盤の改良、擁壁の設置等

安全上必要な措置の要否
	要
	土地の状況
	地盤の軟弱な土地
	がけくずれ又は出水の

おそれの多い土地
	その他左に類する土地

(災害危険区域・急傾斜地崩壊危険区域等)

	
	
	
	上記土地に対する安全上必要な措置の方法
	
	
	

	
	
	必要としない地盤の状況
	

	　第一号イ関係

　令第三六条第一項


下水の排出等
	下水の処理方法
	汚　　　　水
	
	雨　水
	

	
	排水施設の規模・構造
	名称及び規模
	
	構　造
	

	
	放流先の状況・名称・管理者
	放流先の状況

(放流先までの距離)
	(　　ｍ)
	名　称
	
	管理者
	

	
	許可(許諾)等の手続きの概要・経緯
	

	　第四三条関係

　建築基準法


接続道路
	建築基準法第42条該当号
	第１項該当

号及び名称
	１号　２号　３号　４号　５号
	名称及び位置の指定年月日等
	

	
	
	第２項該当
	
	必要な道路の

後退線の距離
	(イ)　　　　　　　　　　　　　(ロ)

道路の中心線から　　　　ｍ　　がけ等の境界線から　　　　ｍ

	
	接続する位置・道路の幅員・管理者
	敷地が接続する位置

(路地状敷地である場合はその距離)
	敷地の　側

(ｍ)
	幅員

(路地状敷地である場合はその幅員)
	ｍ

(　ｍ)
	管理者
	

	
	許可(許諾)等の手続きの概要・経緯
	

	その他
	他の法令等による許認可の有無及び手続きの概要・経緯

（河川・道路の関係を除く。）
	


都市計画法第４３条許可申請チェック事項

　下記チェック事項を確認の上、下記順に綴り申請してください。

	申請書類
	内容
	チェック事項
	確認欄

	１申請書

（様式：省令別記様式第９）
	住所・氏名
	住民票上のものとすること。

申請者が町内者でない場合は住民票を添付すること。

申請者が法人の場合は登記簿上のものとし、法人登記簿を添付すること。
	

	
	所在・番地
	　土地登記簿より全筆を記入すること。

　（筆数が多い場合は別紙添付でも可）
	

	
	地目
	　土地登記簿登記地目を記入すること。
	

	
	面積
	　実測面積（小数第2位まで明示、カンマ区切り）を記載すること。

道路後退線がある場合は、後退線面積も併せて記載すること。（例：実測面積230㎡、道路後退３㎡）
	

	
	建築しようとする建築物等の用途
	　建築確認に記載の用途を記載すること。

　建築用途（配置図にも同様用途を記載）を記載すること。
	

	
	既存の建築物用途
	　既存建築用途（配置図にも同様用途を記載）を記載すること。
	

	
	該当条項
	該当条項（号）・内容を記載すること。
	

	２敷地概要書

（様式：様式第25号（規則第16条関係））
	右上申請者、設計者氏名住所欄
	申請者名を記載すること。

設計者の氏名欄は、資格（行政書士、一級建築士等）・氏名を記載すること。
	

	
	土地の現況等
	　土地登記簿・現況を記載すること。

　権利の内容は、申請地における申請者の権利内容を記載すること。
	

	
	地盤改良等
	　地盤改良がある場合に記載すること。

　切土盛土がある場合は、面積（300㎡を超える時のみ）及び最高高さを記載すること。

　地盤の状況等詳細に記載記入すること。
	

	
	下水排出等
	　流末まで調査し、放流先（道路側溝）までの距離は申請地から算定すること。

　道路占用・河川占用などある場合は、許可番号、許可年月日を記載するか、道水路管理者（町は建設課）と協議し、「○月○日清水町建設課と協議済、道路占用許可申請予定」等記入すること。
	

	
	接続道路
	　全ての接続道路について記載すること。

　路地状敷地がある場合は、その距離及び幅員を（　）内に記載すること。

　位置指定道路（建築基準法第42条第5号道路）等の場合は、許可番号・許可年月日を記載すること。
	

	
	その他
	　農地法等必要許認可の手続きを記入すること。
	

	３理由書
	
	具体的に記載（建築について合理的なもの）してください。

申請者の住所・氏名を記載し、押印すること。（自筆が望ましい。）
	

	４土地使用承諾書
	
	土地所有者と申請者が異なる場合は、土地所有者の承諾書を添付してください。

注：婚姻関係や親子関係であっても必要です。
	

	５土地登記簿謄本
	
	受付３ヶ月以内に法務局から発行された登記簿謄本を添付すること。

※　申請内容によっては、分筆前の登記簿や改製前の登記簿謄本等求める場合もあります。
	

	６位置図
	
	　1:2,500以上の縮尺の白図もしくは都市計画図とすること。白図がない場合はこれに代る案内図（国土地理院・ゼンリン等）を添付すること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　敷地の位置（申請地の明示）・形状を記載すること。
	

	７公図写
	
	　申請日３ヵ月以内に謄写した法務局（登記所）保管のものの写しとすること。

　最低でも申請地隣接地まで転写すること。

　申請地の範囲を色枠で囲むこと。

　道路敷を赤色、水路敷を水色で着色すること。

　字界、小字、地番を明示すること。

　謄写年月日、謄写場所、謄写者名を記載し、謄写者の押印をすること。

　方位、縮尺の記載をすること。
	

	８敷地現況図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　申請敷地の範囲を色枠で囲み、境界名を明示すること。（例：道路境界線、水路境界線、隣地境界線、内表示境界線等）なお、道路境界及び水路境界は対側側も記載すること。

　接続道路及び水路の種類（管理者）及び幅員を記載すること。なお、位置指定道路の場合は、指定年月日・指定番号を記載すること。

　既存建築物及び工作物（見切り・擁壁・ブロック塀など）を記載すること。

　地盤高（申請地及び隣地）の記載をすること。なお、基準点を設けた場合は位置を記載すること。

　写真撮影位置番号及び写真方向を記載すること。
	

	９公的証明
	
	　許可申請においての立地基準に適合することが説明できる書類

（参考として、別紙２参照）

※　詳細についてはお問い合わせください。
	

	10計画配置図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　申請敷地の範囲を色枠で囲み、境界名を明示すること。（例：道路境界線、水路境界線、隣地境界線、内表示境界線等）なお、道路境界及び水路境界は対側側も記載すること。また、周囲の辺長も記載すること。

　接続道路及び水路の種類（管理者）及び幅員を記載すること。なお、位置指定道路の場合は、指定年月日・指定番号を記載すること。

　申請建築物及び工作物（見切り・擁壁・ブロック塀など）、既存・新設の別を記載すること。

　申請建築物上に建物用途を記載すること。

　申請建築物用途、敷地面積、建築面積、建蔽率、容積率を欄外に表形式で記載すること。

　道路、河川占用が必要な場合は許可年月日、許可番号を記載すること。（もしくは、道水路管理者（建設課）と協議し、協議日と占用許可申請予定と記載すること。）

　切土・盛土の有無を記載し、有りの場合は着色（切土＝黄色、盛土＝赤色）すること。また、申請敷地面積が300㎡を超える場合は切土・盛土求積図を添付すること。

　地盤高（申請地及び隣地）の記載をすること。なお、基準点を設けた場合は位置を記載すること。

　縦横断面線を記載し、隣地境界部分に地盤高を記載すること。（申請建築物上で切ること。）また、切土・盛土がある場合は、原則として最大部分を２方向で切ること。
	

	11縦横断面図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　申請敷地の範囲を色枠で記載し、境界名を明示すること。（例：道路境界線、水路境界線、隣地境界線、内表示境界線等）なお、道路境界及び水路境界は対側側も記載すること。また、断面図上に道路境界線がかかっている場合はその旨も記載すること。

　接続道路及び水路の種類（管理者）及び幅員を記載すること。なお、位置指定道路の場合は、指定年月日・指定番号を記載すること。

　申請建築物及び工作物（見切り・擁壁・ブロック塀など）、既存・新設の別を記載すること。

　申請建築物上に建物用途を記載すること。

　地盤高（申請地及び隣地）の記載をすること。（計画平面図の縦横断面線記載の地盤高と一致すること。）

　切土・盛土有りの場合は着色（切土＝黄色、盛土＝赤色）し、最大値を記載すること。
	

	12構造図
	
	　新設工作物（見切り・擁壁・ブロック塀等）がある場合は作成すること。

　工作物等の詳細断面図とすること。
	

	13求積図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　原則として三斜求積により倍面積で計算し、最終値は小数第２位までとすること。（座標求積の場合は、座標値が正しい旨の測量士の証明を添付すること。）

　道路後退線がある場合は、申請敷地と区分して求積すること。

　周囲の辺長を記載すること。
	

	14建物平面図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。
	

	15建物立面図
	
	　1:250以上の縮尺の図面とすること。

　方位・縮尺・作成者名を記載し、作成者の押印をすること。

　２方向（できれば４方向）作成すること。

　建替えなどの場合は最高高の記載をすること。
	

	16写真
	
	　２方向以上のカラー写真とすること。（地盤の状況・接続道路・申請地境界等がわかるもの）

　申請敷地を赤色で囲むこと。
	

	17その他
	その他申請内容により、他の添付書類を求める場合があります。
	

	
	事前相談を行っている場合。
	事前相談の回答書の写し
	

	
	汚水雑排水の配管等について、隣地等を使用する場合
	隣地所有者の土地使用承諾書等
	

	
	既存建築物の建替えの場合
	以下の新旧対照表を添付すること。
	

	
	用途

構造

敷地

面積

建築

面積

延床

面積

建蔽率

容積率

新

㎡

㎡

㎡

%

%

旧

㎡

㎡

㎡

%

%

倍率

倍


	

	
	
	

	
	線引き後の国土調査、合筆等により面積が変わり、又は公図と比べ申請地の位置及び形状が異なる場合はその事情を調査し、必要に応じて旧公図等も添付すること。

⇒本事例の場合は、事前相談を必ずしてください。
	


別表２（事務処理要綱　第２、第18関係）
法第34条各号のいずれか又は政令第36条第１項第３号に該当する理由を示す書面の作成要領

	該当条項
	内　容
	図書名
	縮尺
	明示すべき事項
	備　考

	法第34条第１号及び政令第36条第１項第３号イ
	日用品販売店舗等
	１　周辺建築物用途別現況図

２　業務内容を示す書面

３　申請者の職務経歴を示す書面

４　併用住宅を必要とする理由を示す書面
	2,500分の１以上
	・申請地

・住宅、店舗(営業内容を明示)、工場等の別及びそれらの戸数

・販売、加工、修理等に係る取扱品目、作業の内容、規模等

・業務に関する経歴、資格等
	・半径150ｍ以内又は概ね50戸以上の建築物が連たんしている範囲

・併用住宅を設置しようとする場合

	法第34条第２号及び政令第36条第１項第３号イ
	資源の活用
	１　資源の分布状況図　

２　資源の利用目的、利用方法等を示す書面

３　資源の採取等に係る他法令の許認可の状況を示す書面
	2,500分の１以上
	・申請地

・資源の種類、分布の範囲、埋蔵量等

・資源の利用目的、具体的な利用方法等

・事業の継続予定期間

・他の原材料との割合及びその生産地
	・他法令の許認可を必要とする場合

	法第34条第４号及び政令第36条第１項第３号イ
	農林漁業用施設
	１　施設を利用して行おうとする業務内容を示す書面

２　申請者の職務経歴を示す書面
	
	・業務に関する経歴、資格等
	

	
	農林水産物の処理、貯蔵及び加工施設
	１　処理等を行おうとする農林水産物の生産地の状況を示す書面
	
	・農林水産物の種類、生産地の分布、生産量等
	

	
	
	２　業務内容を示す書面
	
	・処理等の具体的な内容

・他の原材料との割合及びその生産地
	

	法第34条第６号及び政令第36条第１項第３号イ
	中小企業の共同化・集団化
	１　共同化・集団化事業の概要を示す書面

２　国・中小企業総合事業団と一体としてする県の助成状況を示す書面
	
	
	

	法第34条
第７号及び政令第36条第１項第３号イ
	既存工場と密
接な関連を有する事業
	１　位置図
２　既存工場の概要及び当該工場と申請に係る事業との関連性を示す書面
	2,500分
の１以上
	・既存工場と申請地の
関係

・既存工場との製品納入、原料供給関係

・事業活動の効率化の具体的な内容
	

	法第34条第８号及び政令第36条第１項第３号イ
	火薬庫
	１　火薬の種類・数量を示す書面

２　火薬類取締法の許可の状況を示す書面
	
	
	

	法第34条第９号及び政令第36条第１項第３号イ
	沿道サービス施設
	１　周辺建築物用途別現況図

２　サービス対象の道路の状況を示す書面

３　業務内容を示す書面

４　申請者の職務経歴を示す書面
	2,500分の１以上
	・申請地

・市街化区域（用途地域を明示）からの距離

・道路の幅員、規格、交通量、通過車両の内容等

・サービスの内容、規格等

・業務に関係する経歴、資格等
	

	
	道路管理施設
	１　施設の概要を示す書面
	
	・施設の概要及びその設置を必要とする理由
	

	
	火薬類の製造所
	１　施設の概要を示す書面

２　火薬類取締法の許可の状況を示す書面
	
	
	

	法第34条第13号及び政令第36条第１項第３号ニ
	既存権利
	１　既存権利の届出書の写し

２　土地の登記事項証明書又は公証人の認証を受けた土地賃貸借契約書の写し

３　申請者の経歴・業務内容を示す書面
	
	・線引前から自己の居住用又は業務用の建築物等
	・自己の業務用の場合に限る

	法第34条第14号及び政令第36条第１
	農家の分家
	１　分家する理由及び市街化調整区域内に建築しなければならない理由を示す書面
	
	・分家の必要性(例：婚姻、転勤、帰郷)

・申請者及び本家たる世帯の市街化区域内
	・婚約証明及び転勤証明等を添付


	項第３号ホ
	
	２　住民票謄本

３　現に自己の住居を
有していないことを示す書面

４　戸籍謄本

５　土地の登記事項証明書

６　農林漁業を営む者であることの証明
	
	の土地の保有状況
・本家たる世帯の構成
員として同居していた者であること。

・申請者と土地所有者との関係

・線引前からの所有等を証すること

・本家たる世帯が農家世帯であること。
	・借家証明書等を添付

	
	非農家の分家
	１　農家の分家欄１～５に掲げる書面
	
	
	

	
	心身障害者の分家
	１　農家の分家欄１～５に掲げる書面

２　身体障害者手帳又は療育手帳の写し

３　生活費に見合う収入の見込みのあることを示す書面
	
	
	・所得証明書等を添付

	
	収用対象事業による移転
	１　施行者の事業決定されていることの証明書

２　収用対象となった土地の現況図

３　収用対象物件求積図
	250分の１以上

250分の１以上
	・事業名及び事業年度

・収用対象となった土地の名称、地番及び面積

・収用対象となった建築物の用途、規模、構造並びに所有者の住所及び氏名

・収用対象となった土地及び建築物の範囲

・収用対象となった土地及び建築物の範囲の面積
	

	
	既存集落内の自己用住宅
	１　周辺建築物用途別現況図

２　新規に住宅を市街化調整区域内に建築しなければならない理由を示す書面


	250分の１以上
	・住宅、店舗（営業内容を明示）、工場等の別及びそれらの戸数

・住宅を建築する必要性(例：現在の住居が過密、狭小、借家である又は定年、退職等)
	


	
	
	３　戸籍謄本

４　土地の登記事項証明書
	
	・市街化区域内の土地の保有状況

・線引き後に取得した土地である場合には、前所有者との関係

・線引き前からの所有等を証すること
	

	
	その他
	１　開発審査会に付議した各種の要件を備えたことを示す図書その他町長が必要と認める図書
	
	
	


敷　地　概　要　書








